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1. はじめに 

 経験したことがない異常気象が常態化する中で多くの土砂災害が発生してい

る．これら災害に対して，ハードとソフト対策を適切に組み合わせて対応して効

果を上げているものの，災害危険度が自分事化して防災行動に結びつけられてい

ない状況にある．これを解消するためには地域防災への期待が大きいものの，高

齢化，人口減少等によって地域防災を担う人材が不足しており人材育成が急務の

課題である．一方学校での防災教育は，2017 年に改定された新学習指導要領で，

教科横断的な防災教育の実践が学校現場に求められている．しかし具体的に何を

取り上げ，どのように防災教育を展開するかが不明確であり，教育前線では，時

間確保が困難・防災への知識不足・防災教育ツール不足等で，土砂災害を対象と

した防災教育が進んでいない(図 1-1)．これは土砂災害を対象とする防災授業は，

地形・地質・地盤・砂防等の専門知識が必要なこと 1)が背景にあると考える．   
筆者は，これまで専門技術者と教育関係者が連携して，地元の地形・地質等の

特性を考慮し，さらに防災どぼく模型 3)を用いた防災授業を実施 4),5)している．

2023 年に実施した防災授業において子どもたちは「谷」地形の理解度が低いことがわかった．そこで 3D 地形模型を

用いて「谷」地形と「土石流」現象を理解する授業を行ったので，その結果について報告をする． 
２．防災授業の概要 

２．１ 防災授業対象地域の特徴 

 防災授業を行った地域は島根県東部山間部にある人口 34,488 人(2023 年)の雲南市で，地質は花崗岩（まさ土）であ

り，市のほぼ中央を天井川の斐伊川が雲南市北部にある宍道湖に流れている．この地域は昔から洪水やがけ崩れによっ

て多くの被害が発生していた地域である． 

２．２ 防災授業の内容とその評価 
防災授業の時間は，90 分である．まず 5 班に分かれて「防災ドボク模型」を用いた実験(表 2-1)を実施し，実験後，

各班で実験結果をまとめた後，班代表が実験結果を発表するとともに，生徒が実験内容を共有するために，実験を再現

した．その後土砂災害の概要（気象状態の変化，がけ崩れや土石流の概要，グラウンドアンカー工や砂防えん堤などの

主な対策工）を説明した後，学校周辺の土石流警戒区域に指定されている谷地形を模した立体地形模型を説明し，ビー

ズによる土石流実験を行った．なお授業後児童及び担任教諭に防災授業に関するアンケート調査を実施している． 
今回の防災授業は市内の３つの小学校と中学校で実施した．防災授業に対する各学校の生徒の評価を図 2-1 及び図

2-2に示す．いずれの学校の生徒も防災授業に対して 90%以上が「役に立った」という回答であった．また小学校では

70%以上の生徒が「防災授業について家族に話す」という回答であり，学校における防災授業は，地域住民の地域防災

に対する意識向上につながっていくことが期待できる． 
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㦂を教訓とした防災教育教ᮦの開発や実践がなされてき

た．え1995，ࡤ年に発生した㜰⚄・ῐ㊰大震災の被災

地である兵庫県は「防災教育読本ࠗ明日に生きる࠘ 展
開」（1997ห行，2012改訂）6) ，2004年の新潟㞵，

2004年の新潟県中㉺地震，2007年の中㉺Ἀ地震の被災地

域である新潟県（2020）は「新潟県防災教育ࢢࣟࣉラム」
7) ，東日本大震災の被災地域となࡗたᐑᇛ県（2013）は

「未᮶のきࡎな」8) ，ᖹᡂ30年7᭶㞵の被災地域であ

るᗈᓥ県は「ᖹᡂ30年7᭶㞵災害を踏まえた実践・

㈨ᩱ集」（2019年ห行）9) などがある．また，᮶たる

き災害にഛえるために，全国の㒔㐨ᗓ県やᕷ⏫村でከ✀

ከᵝな防災教育教ᮦがసᡂされている10) ． 
しかし，これらの防災教育教ᮦを，対象とする災害や

発㐩ẁ㝵，教科や学習内容のほⅬからᩘ㔞的にࡑの特ᚩ

を明らかにしたඛ行研究はとࢇど見られない．岡田・

▮Ᏺ（2019）によるඛ行研究では，小学校社会科の教科

᭩を対象に防災教育に関連する記述㔞のቑຍを㔞的に明

らかにしているが，具体的な学習内容や対象災害，ࡑの

の教科についてはゐれておらࡎ，防災や自然災害につ

いて学習するためには，教ဨの準ഛ㈇ᢸを最小㝈にする

ために，教科横断的な防災教育のカリキュラムసりが教

育現場に必要であると述るに␃まࡗている11) ． 
�

�
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て防災教育の実践ࡗこで本研究では，教科᭩等にἢࡑ

を進めるために必要な防災教育教ᮦとして，全国の学校

や教育ጤဨ会等がసᡂ・⦅集した指導にὀ┠し，一⯡

にධᡭྍ能なものを対象に集した．ࡑれらの指導に

ついて，సᡂされた地域，年度，対象とする校✀・学年，

教科，災害等を変ᩘとしたࢵࢭࢱ࣮ࢹトをసᡂし，ࡑれ

らの特ᚩを㔞的に明らかにした． 
さらに，これら᪤Ꮡの防災教育教ᮦが，学習指導要領

に示された防災や自然災害に関して学習すき㡯とど

のように対ᛂしているか，ḟの方法で明らかにした．ま

学習指導要領に示された自然災害や防災について学，ࡎ

習すき㡯を，学習指導要領の記述からศ㢮した．ḟ

に，集した防災教育教ᮦと学習指導要領の内容との対

ᛂを1௳ࡎつ読み取り，ࢵࢭࢱ࣮ࢹト上に学習指導要領

の対ᛂの変ᩘをసᡂした．ࡑの上で，学習指導要領の

対ᛂの㔞的な特ᚩをᥥきฟし，さらにࢡラ࣮ࢱࢫศᯒに

よࡗて㢮ᆺ化した．௨上の⤖果から，ᚋの学習指導要

領に基࡙いた防災教育教ᮦ開発の方向性等について⪃ᐹ

を行ࡗた． 
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����防災教育教材の㞟方ἲ�

本研究を実施するにあたり，はࡌめに，全国に散見す

る防災教育教ᮦに関する㈨ᩱの集を行ࡗた．中でも，

教ဨが日ᖖのᤵᴗの実践に㝿してసᡂし⏝する「指導

」を本研究のศᯒ対象とした．指導には，ᤵᴗの学

習┠ᶆや⏝教ᮦ，時⣔ิのඣ❺・生ᚐの学習や教ဨの

指導等の活動内容，ホ౯方法等が記述されており，実㝿

の学習内容を具体的に▱ることができる．  
指導は，a) 各教ဨがసᡂしてಶ人でಖ管しているも

の，b) 学校の教ᮦ研究会等で取りまとめて⣬፹体で学校

や教ဨがಖ管しているもの，c) 教育ጤဨ会などが研究発

⾲会等を㏻ࡌてࣥトラࢵࢿト等でඹ有しているもの，

d) 教育ጤဨ会がබ⾲┠的にまとめて⣬፹体およびࢱࣥ

ト上でබ開しているもの，等がᏑᅾすると⪃えらࢵࢿ࣮

れる．このうࡕa), b) は㠀බ開で⥙⨶的なධᡭがᅔ㞴であ

ることから，本研究では，c), d) を対象に集した．c) に
ついては各㒔㐨ᗓ県および指ᐃ㒔ᕷ教育ጤဨ会に対して

文᭩で↷会・㏦付を౫㢗した．また，d) についてはࣥ

ࢿ࣮ࢱࣥ．トで᳨⣴ྍ能なものを集をしたࢵࢿ࣮ࢱ

，トでの㈨ᩱ集は，47㒔㐨ᗓ県・20指ᐃ㒔ᕷを対象にࢵ

「自体ྡ，または教育ጤဨ会ྡ」，「防災教育，また

は安全教育」，「指導，集，またはࢢࣟࣉラム」

の᳨⣴Ꮚの⤌合ࡏで᳨⣴された㈨ᩱを集し，さらに教

育ጤဨ会や教育࣮ࢱࣥࢭ等の࣮࣍ムࢪ࣮࣌をࢧトࢶリ

࣮やࢧト内᳨⣴機能を⏝して㝰なくㄪ࣮࣍，ム࣌

 ．内にヱᙜする㈨ᩱがᥖ載されていないか☜認したࢪ࣮
 

����指導ࢺࢵࢭࢱ࣮ࢹのసᡂ方ἲ�

ḟに，集した㈨ᩱを⏝いて指導ࢵࢭࢱ࣮ࢹトをస

ᡂした．指導ࢵࢭࢱ࣮ࢹトとは，集した㈨ᩱからあ

る学習課題に対する一連のᤵᴗの指導をᢳฟし，ࡑの

特ᚩを⾲す㡯┠を一ᐃの基準（⾲1）にἢࡗてධ力したも

のであり，集した指導の特ᚩを㔞的にศᯒするため

の基♏ࢱ࣮ࢹである． 
ᐈほ性の高いࢵࢭࢱ࣮ࢹトをసᡂするため，初ᮇのࢹ

ධ力సᴗを➹㢌ⴭ者とసᴗ⿵ຓ者の2ྡで行い，2ྡࢱ࣮
のసᴗ⤖果が一⮴するまでධ力基準を⧞り㏉し修ṇする

ことで，現性の高いධ力基準を☜立した．ࡑの⤖果，

2,217௳の指導ࢱ࣮ࢹをసᡂすることができた． 

 

�

⾲ �� 指導ࢺࢵࢭࢱ࣮ࢹのᴫ要�

な㡯┠ 㡯┠のධ力基準（ᢤ⢋・要⣙） 
ID ㏻␒ 
自体 సᡂᅋ体の自体 
⤌⧊ྡ సᡂᅋ体のྡ⛠ 
校✀ 指導に明示された対象校✀の記述から，

ᗂ⛶ᅬ，小学校，中学校，高校，特別ᨭ

学校のヱᙜする㡯┠に「1」をධ力する．

（」ᩘヱᙜあり） 
学年 指導に明示された対象学年の記述から，

1，2，3，4，5，6 のヱᙜする学年に「1」
をධ力する．（」ᩘヱᙜあり） 

教科 指導に明示された対象教科の記述から，

国ㄒ，社会，⟬ᩘ，理科，⟬ᩘ，理科，体

育，ᐙᗞ，生活，㐨ᚨ，学⣭活動，学校行

，総合学習，等のうࡕヱᙜする教科に

「1」をධ力する．（」ᩘヱᙜあり） 
単ඖྡ 単ඖ，小単ඖ，本時の題ᮦ，等として明記

された文❶ 
学習┠ᶆ 学習┠ᶆ，単ඖの┠ᶆ，学習のࡡらい，本

時のࡡらい，等の⟠所 
学習内容 ᤵᴗの展開のうࡕ，学習内容，学習活動，

ඣ❺生ᚐの活動，等の⟠所 
指導の指㔪 ᤵᴗの展開のうࡕ，指導上の指㔪や␃ព

Ⅼ，教ဨによる学習ᨭ，等の⟠所 
సᡂ年度 実践年度，または㈨ᩱのసᡂ年度． 

記載が↓いものは明とする． 
対象災害 単ඖྡ，学習┠ᶆ，学習内容，指導の指㔪

の記述から，「災害✀別と文⊩の記載と

の対ẚ⾲」12) を一部改変した対ᛂ⾲に基࡙

き対象災害を読み取り，ヱᙜする災害✀別

に「1」をධ力する．（」ᩘヱᙜあり） 
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㸲．指導ࡽࢱ࣮ࢹぢた防災教育教材の現状�

 
➨ 3 ❶に示した方法でసᡂした指導ࢵࢭࢱ࣮ࢹトを

⏝いて，௨ୗに᪤Ꮡの指導の特ᚩを㔞的に示す．�

�
����指導のᆅᇦ分ᕸ�

指導2,217௳のうࡕ，㜰⚄・ῐ㊰大震災の被災地であ

る兵庫県でసᡂされたものが114௳（全体の5.1%），東

日本大震災の被災地であるᐑᇛ県が218௳（9.8%），ᒾ

ᡭ県が176௳（7.9%），⚟ᓥ県が107௳（4.8%），2004年
新潟㞵，2004年中㉺地震，2007年中㉺Ἀ地震などを経

㦂した新潟県が258௳（11.6%），ᅵ◁災害を2014年（Ṛ

者77ྡ），2018年（Ṛ者108ྡ）等に経㦂したᗈᓥ県が

129௳（5.8%），2000年㫽取県西部地震の被災地である

㫽取県が119௳（5.4%）であり，これらの㏆年の要な

被災県だけで全体の༙ᩘ௨上を༨めた． 
 

����指導のసᡂᖺᗘ�

指導のసᡂ年度の内ヂをᅗ1に示す．2010年度௨๓が

全体の4.3%，2011年度が2.3%，2012年度が23.3%，2013
年度が11.0%，2014年度が13.7%，2015年度が12.5%，

2016年度が8.0%，2017年度が8.3%，2018年度が5.1%，

2019年度が9.0%，2020年度が0.9%，明が1.5%であࡗた． 
2012年度が最もከい理⏤は，2011年の東日本大震災を

受けて防災教育教ᮦのసᡂが全国的にಁ進されたためと

⪃えられる．また，2013年௨㝆に一ᐃᩘの指導がసᡂ

されている理⏤としては，➨1❶にも示した文部科学省に

よる2013年3᭶に「ࠗ生きる力࠘を育む防災教育の展開」

改訂や2019年3᭶に「ࠗ生きる力࠘をはぐくむ学校での安

全教育」改訂等の動きがᙳ㡪したと⪃えられる． 
 

����指導のᑐ㇟とࡍるᰯ✀࣭学ᖺ�

集した指導が対象とする校✀は，ᗂ⛶ᅬ，小学校，

中学校，高等学校，特別ᨭ学校のいࡎれかであࡗた．

各指導が対象とする校✀・学年に「1」をධ力し，変ᩘ

をసᡂした．」ᩘヱᙜする場合はࡑれࡒれの校✀・学年

に「1」をධ力した．対象校✀の内ヂは，小学校が全体の

57.3%，中学校が28.1%であࡗた．ᗂ⛶ᅬは1.9%，高校は

9.3%，特別ᨭ学校は4.8%であࡗた．小中学校を対象と

した指導は全体の84.3%となࡗており，防災教育の指

導はに小中学校を対象にసᡂされているഴ向がศか

 ．たࡗ
小学校を対象とした指導1,270௳のう1，ࡕ学年は

24.0%，2学年は24.7%，3学年は27.7%，4学年は31.6%，5
学年は40.6%，6学年は35.4%と，対象学年に大きな೫り

はなかࡗた．小学校௨እを対象とした指導は，学年を

明記したものがᑡなかࡗた． 
 

����指導のᑐ㇟とࡍる災ᐖ�

指導が対象とする災害の内ヂをᅗ2に示す．対象とす

る災害が」ᩘある場合は，ࡑれࡒれの災害✀別に「1」を

ධ力した． 
地震を扱ࡗたものが�����と全体の༙ᩘ௨上を༨めた．

ḟいでከいのがὠἼの�����であࡗた．未᭮有の災害とな

た東日本大震災が防災教育にえたᙳ㡪は大きく，全ࡗ

国で地震・ὠἼ災害に対する防災教育がඃඛされたと推

ᐹする．一方で，㏆年は気象災害が⃭⏒化・㢖発化して

いるが，本ㄪᰝでは気象災害を扱ࡗた指導のసᡂはあ

まり進ࢇでいない現≧が明らかになࡗた．�

「特ᐃの災害なし」は29.4%であࡗた．ヱᙜする指導

では，ᩆຓ⏝ჾ具や避㞴所について▱る学習，自体

やᾘ防等の地域の安全に関ࢃる⫋ᴗについて▱る学習，

⯆の取り⤌み等㒓ᅵ理ゎの学習，等を扱ࡗていた． 
�

����指導のᑐ㇟とࡍる教⛉�

指導が対象とする教科の内ヂをᅗ3に示す．対象とす

る教科が」ᩘある場合には，ࡑれࡒれの教科に「1」をධ

力した．学⣭活動が全体の25.8%と最もከく，総合的な

学習が13.4%とḟにከい．新学習指導要領では各教科で

の防災教育の実施が求められているものの，社会や理科

等の教科を対象とした指導はᑡなかࡗた． 
「特ᐃの教科なし」は26.8%であࡗた．ヱᙜする指導

のഴ向としては，指導の中で教科を具体的に示して

いないものとなࡗていࡗた． 
 

����ᰯ✀࣭学ᖺと災ᐖの関係�

校✀・学年別と災害別の内ヂを⣽ศ化してよりヲしい

特ᚩを明らかにするため，これらのࢫࣟࢡ集ィを行ࡗた．

⤖果をᅗ4に示す．集した2,217௳の指導のうࡕ，特 
�

�
ᅗ �� 指導ࡀᑐ㇟とࡍる災ᐖのྜ�
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�
ᅗ �� 指導のసᡂᖺᗘのྜ�
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図 1-1  日常授業実践指導案
における対象とする災害 2) 

５班４班３班２班1班

がけ崩れ対象とする
⼟砂災害

⼟のうは、なぜ壊れない
のか？

なぜ⾬が降ると斜⾯が崩壊す
るのか？

グラウンドアンカーの効果
とは？のり枠⼯法の効果とは？どの部屋が⼀番

安全か？
実験
ポイント

実験状況

表2-1  班別防災ドボク模型実験内容 
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また担任教諭からは，若干の課題があるものの「役に立った」という高い評価であり，今後も同様の内容での実施を

要望されている．一方学校において防災授業を行うためには，「時間の確保」「予算，ツールの不足」や「専門知識の不

足」が課題として上がっており，専門技術者と教育関係者の連携をより強くして進める必要がある． 

３. ３Ｄ地形模型による土石流実験 
2023 年に小学生 6 年生を対象に，3D 地形模型を用い

た土石流実験を行なったが，半数以上の生徒が，「谷地形

を見つけることが難しかった」という評価であった．こ

れは小学校 6 年生の段階では，「谷」地形の概念が理解さ

れていなかったためと考える．そこで 2024 年の授業で

は，身近な風景における谷地形を示し，ハザードマップ

を用いて土石流警戒区域について説明した後，３D 地形

模型で谷地形となる箇所にマーキングをした．さらに土

石流を，径 5mm の金平糖形状のビーズで表現するとともに，砂防えん堤をプッシ

ュピンで表現して，砂防えん堤の効果を確認する実験を行なった（図3-1,図 3-2）． 
実験後の評価として，小学生ではおおよそ 25%の生徒が「谷地形を見つけるとこ

ろ」，中学生では 17%の生徒が「谷を見つけるところ」「ハザードマップの見方」が

難しかった点と挙げており，2023 年より理解度が高まったものの，小学生や中学

生の日常生活で触れることが少ない地形やハザードマップについては，説明時間の

確保や，実験方法にさらなる工夫が必要であると思われる． 
４.  まとめ 

2022 年から防災ドボク模型による防災授業を行なっており，今回 3D 地形模型を用いて土石流現象に着目した実験

を取り入れた結果，下記成果が得られた． 
(1) 地元特性（地形，地質等）を考慮して災害メカニズムや対策工効果を，３D 地形図及び防災ドボク模型で説明する

ことは，子供達の理解度を向上できる．防災学習を継続して実施するためには専門技術者と教育関係者の連携をよ

り強くして行うことが重要である． 
(2) 3D 地形模型を用いた実験は，「谷」地形の概念及び土石流を理解する方法として有効である．ハザードマップの説

明を取り入れ，説明方法をより工夫することで土石流災害の理解度がより高まることが予想される． 
謝辞：今回防災授業を実施した雲南市の小学校及び中学校の皆様に感謝の意を表します． 
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図3-1 立体地形模型 

（ビーズによる土石流実験） 
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図2-1  防災授業対象の学校と防災授業に対する生徒の評価 
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図2-2  防災授業の家族への紹介可能性 

災害リスク情報 表示中の情報

+

プッシュピン 

図3-1  3D 地形模型と対象箇所のハザードマップ 

図 3-2  谷地形をマーキング

している生徒の様子 
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